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　 4 ．2005年 VAWA
　 5 ．TLOA
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（the Violent Crime Control and Law Enforcement 
Act）を制定し，同法第 4 編に「女性に対する暴力」（Violence Against Women），
略称「1994年対女性暴力法」
3）
（the Violence Against Women Act of 1994）（以下，



















1 ）　U.S. DEP’T OF JUSTICE, OFFICE OF JUSTICE PROGRAMS, USING FEDERAL LAW TO PROSECUTE 
DOMESTIC VIOLENCE CRIMES IN INDIAN COUNTRY 9. https://www.ovc.gov/pdftxt/DVIC_
facilitator_guide.pdf（2017年 9 月 1 日閲覧）
2 ）　Act of Sept. 13, 1994, Pub.L. No. 103─322, 108 Stat. 1796.
3 ）　Act of Sept. 13, 1994, Pub.L. No. 103─322, Title IV, 108 Stat. 1902..
4 ）　136 S. Ct. 1954（2016）.
5 ）　Id. at 1959.
インディアン・カントリーにおける家庭内暴力と刑事管轄権 　　5
　合衆国保健福祉省所管の「アメリカ疾病管理予防センター」（Centers for 
Disease Control and Prevention）が2011年11月に出版した「国家近親者間暴力及
び性暴力調査2010年概略報告」
6）



























































































Survey 2010 Summary Report）によれば，2010年の被害状況について図 1 及び
図 2 の数値が報告されている。
　「暴力被害にあっているアメリカ・インディアン及びアラスカ先住民の子
どもに関する司法長官顧問委員会」（Attorney General’s Advisory Committee on 















　「司法省司法統計局」（Dept. of Justice, Bureau of Justice Statistics）の報告書
「近親者間暴力1993－2010年」
11）
（Intimate Partner Violence 1993─2010）に従えば，
2005年から2010年にかけて全国的に見て近親者間暴力の75パーセント以上の
女性被害者が以前に同一の犯罪者の犠牲になっており，35歳から49歳までの
6 ）　MICHELE C. BLACK ET AL., CTR. FOR DISEASE CONTROL & PREVENTION, NAT’L CTR. FOR INJURY 
PREVENTION & CONTROL, DIVISION OF VIOLENCE PREVENTION, NATIONAL INTIMATE PARTNER AND 
SEZUAL VIOLENCE SURVEY 2010 SUMMARY REPORT （2011）. https://www.cdc.gov/violenceprevention/
pdf/nisvs_report2010─a.pdf （2017年 9 月 4 日閲覧）
7 ）　出典； Id. at 40 （Table 4.3） （抜粋）。
8 ）　出典； Id. at 40 （Table 4.4） （抜粋）。
9 ）　ATTORNEY GENERAL’S ADVISORY COMMITTEE ON AMERICAN INDIAN/ALASKA NATIVE 
CHILDREN, EXPOSED TO VIOLENCE, ENDING VIOLENCE SO CHILDREN CAN THRIVE （2014）.
　https://www.justice.gov/sites/default/files/defendingchildhood/pages/attachments/2015/03/23/
ending_violence_so_children_can_thrive.pdf（2017年 9 月 4 日閲覧）
10）　Id. at 38. 後述する「2010年部族法及び秩序法」第202条第 a 項第 5 号を引用したものである。
11）　DEP’T OF JUSTICE, BUREAU OF JUSTICE STATISTICS, INTIMATE PARTNER VIOLENCE 1993─2010 
























授権法」（the Violence Against Women and Department of Justice Reauthorization Act 
of 2005）（以下，「2005年 VAWA」という。）を制定した。同法第 9 編「インディ







　（ 1 ） 　 3 人のインディアン女性（アラスカ先住民をふくむ。）の 1 人が，そ
12）　Id. at 4  （Figure 4 ）.
13）　U.S. DEP’T OF JUSTICE, supra note 1, at 9.
14）　Act of Jan. 5, 2006, Pub. L. No. 119─162, 119 Stat. 2960.
15）　42 U.S.C. 3796gg─10 note.
8　　創価ロージャーナル第11号
の生涯においてレイプされている。
　（ 2 ） 　インディアン女性は，アフリカ系アメリカ人女性の1,000に 4 人が，
白人女性の1,000人に 3 人が，ヒスパニック系女性の1,000人に 2 人が性
的暴行を経験しているのに対して，1,000人に 7 人が性的暴行を経験して
いる。
　（ 3 ） 　インディアン女性は，白人女性の1,000人のうち 8 人の割合で虐待の
暴力犯罪を経験しているのに対して，1,000人のうち23.2人が虐待の暴力
犯罪を経験している。
　（ 4 ） 　1979年から1992年の間，殺人が15歳から34歳のまでのインディアン女
性の死亡の第 3 番目の主要な原因となっており，75パーセントは家族構
成員又は知人に殺害されている。
　（ 5 ） 　インディアン部族は，女性に対する暴力的な攻撃に対応する追加の刑
事裁判及び被害者へのサービス財源を要請している。
　（ 6 ） 　合衆国のインディアン部族に対する独特の法律関係は，インディアン
女性の生命を保護することにおいて部族政府を援助するための連邦の信
託責任（trust responsibility）を生み出すものである。
　2005年 VAWA 第 9 編は，同法の定める目的を達成するために第909条で










略称「2010年インディアンの美術及び工芸修正法」（the Indian Arts and Crafts 
Amendments Act of 2010）を制定した。同法第 2 編「部族の法と秩序」
17）
（Tribal 
16）　Act of July 29, 2010, Pub. L. No. 111─211, 124 Stat. 2258.
17）　Act of July 29, 2010, Pub. L. No. 111─211, Title. II, § 234（a）, 124 Stat. 2261.
インディアン・カントリーにおける家庭内暴力と刑事管轄権 　　9
Law and Order）は，「2010年部族法及び秩序法」（the Tribal Law and Order Act 
of 2010）（以下，「TLOA」という。）と引用されると規定している（第201条第 a 項







（the Indian Civil Rights Act of 1968）（以下，「ICRA」という。）を改正し，部族









「2013年対女性暴力再承認法」（the Violence Against Women Reauthorizing Act of 










18）　Act of Apr. 11, 1968, Pub. L. No. 90─284, 82 Stat. 77 （codified as amended §1301 et seq. 
（2013）.）.
19）　See U.S. DEP’T OF JUSTICE, TRIBAL LAW AND ORDER REPORT ON ENHANCED TRIBAL COURTS 
SENENCING AUTHORITY （2010）. https://www.justice.gov/tribal/file/796981/download （2017年
9 月 7 日閲覧）
20）　Act of Mar. 7, 2013, Pub. L. No. 113─4, 127 Stat. 54.














連邦法 合衆国法律集 年 内容及び解説
インディアン通商
及び交渉法


















22）　See generally U.S. DEP’T OF JUSTICE, OFFICE OF JUSTICE PROGRAMS, supra note 1, at 25─36.
23）　See DAVID H. GETCHES, CHARLES F. WILKINSON, ROBERT A. WILLIAMS, JR., MATTHEW L. M. 
FLETCHER & KRISTEN A. CARPENTER, CASES AND MATERIALS ON FEDERAL INDIAN LAW 532─33 （7th 





































18 U.S.C. § 1151














25）　See STEPHEN L. PEVAR, THE RIGHTS OF INDIANS AND TRIBES 129 （4th ed. 2012）.
26）　See Jeana Petillo, Note, Domestic Violence in Indian Country: Improving the Federal 
Covernment’s Response to the Grave Epidemic, 45 CONN. L. REV. 1841, 1851─52 （2013）; CASES 



















18 U.S.C. § 1162






































28）See CASES AND MATERIALS, supra note 23, at 532─33.
29）See PEVAR, supra note 25, at 129.
30）拙著・前掲註24，434頁～437頁，458頁～459頁参照。


























































33）See PEVAR, supra note 25, at 130. See also Act of Nov. 5, 1990 §§ 8077（b）─（d）, 104 Stat. 
1892 （1990） （temporary legislation）; Act of Oct. 28, 1991 Pub. L. No. 102─137, § 1, 102 Stat. 
















Ex parte Crow 
Dog
40）













































Santa Clara Pueblo 
v. Martinez









Cabazon Band of 
Mission Indian
45）






































































。合衆国最高裁判所は，1972年の Argersinger v. 
Hamilton
51）















49）　372 U.S. 335 （1963）.
50）　Id. at 342─35. 
51）　407 U.S. 25 （1972）.
52）　Id. at 36─37.






































55）　389 U.S. 109 （1967）.
56）　Id. at 115.
57）　Id.








































60）　405 U.S. 473 （1972）.
61）　Id. at 483─84.
62）　445 U.S. 55 （1980）.
63）　Id. at 57.
64）　Id. at 67.




























　（2）　第1151条は，後述する2013年 VAWA 第904条第 a 項第 3 号（合衆国
法律集第25編第1304条第 a 項第 3 号）及び同法第905条第 e 項（合衆国法律集第18編
第2265条第 e 項）において準用する旨が規定されている。
67）　Id. at 746─48.










（定義）〔25 U.S.C. § 1301〕
　本節において次の各項に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定める
ところによる。
　（ 1 ） 　「インディアン部族」とは，合衆国の管轄権に服し，及び自治権
（powers of self─government）を有するものとして承認された全ての部
族，バンド（band）又はその他の団体（group）をいう。





　（ 3 ） 　「部族裁判所」とは，全てのインディアン部族裁判所又はインディア
ン犯罪裁判所をいう。






（憲法上の権利）〔25 U.S.C. § 1302〕
　いかなるインディアン部族も，自治権を行使するに際して以下の各号に定
める事項を実行することはできない。
　（ 1 ） 　宗教の自由な活動を禁止し，又は言論若しくは出版の自由若しくは平
69）　Act of Apr. 11, 1968, Pub. L. No. 90─284, Title II, § 201, 82 Stat. 77 （codified as amended, 
at 25 U.S.C. § 1301）.
70）　Act of Apr. 11, 1968, Pub. L. No. 90─284, Title II, § 202, 82 Stat. 77 （codified as amended, 









　（ 4 ） 　何人に対しても，刑事事件において自己に不利益をもたらす証言を強
制すること。
　（ 5 ） 　何人に対しても，正当な補償なくして自己の財産を公共の用に徴収す
ること。




　（ 7 ） 　過大な額の保釈金を要求し，過重な罰金を科し，残酷かつ異常な刑罰
を与えること，及び全ての場合にあらゆる犯罪の有罪決定に 6 月以上の
拘禁又は500ドル以上の罰金に処し，又はこれを併科に処すこと。
　（ 8 ） 　インディアン部族の支配下にある人に対して部族法による平等な保護
を拒否し，又は法の適正な手続によらないで全ての人の自由若しくは財
産を奪うこと。





































年制定の TLOA で，部族裁判所は被告人を 1 つの犯罪につき 1 年以上 3 年以下の拘禁に
処すことができる（合衆国法律集第25編第1302条第 b 項）と規定し，被告人に総期間 1 年
以上の拘禁に処す場合の刑事手続においては被告人に少なくとも合衆国憲法で保障されて
いるのと同等の効果的な弁護人の援助を受ける権利を付与しなければならない（合衆国法
律集第25編第1302条第 c 項第 1 号参照）と規定されていくことになる。
77）
）。
72）　Nicholas LeTang, United States v. Bryant and the Subsequent Use of Uncounseled Tribal 
Court Convictions in State or Federal Prosecution, 77 MONN. L. REV. 211, 215─16 （2016）.
73）　COHEN’S HANDBOOK OF FEDERAL INDIAN LAW § 1.07, at 97 （Nell Jessup Newton, et al. ed., 
2012）［hereinafter COHEN’S HANDBOOK, 2012 ed.］.
74）　拙著・前掲註24，243頁～306頁参照。
75）　JUSTIN B. RICHLAND & SARAH DEER, INTRODUCTION TO TRIBAL LEGAL STUDIES 237 （2004）. See also 
Robert J. McCarthy, Civil Rights in Tribal Courts: The Indian Bill of Rights at Thirty Years, 34 
IDAHO L. REV. 465, 469 （1998）.
76）　Talton v. Mayes, 163 U.S. 376, 384 （1896）. See also Santa Clara Pueblo v. Martinez, 436 
U.S. 49, 56 （1978）; Tom v. Sutton, 533 F. 2 d 1101, 1102─03 （9th Cir. 1976）.
77）　See LeTang, supra note 72, at 216.
インディアン・カントリーにおける家庭内暴力と刑事管轄権 　　23
4 ．2005年 VAWA
　（1）　2006年に制定された2005年 VAWA 第 9 編の規定は，以下の通りで
ある。〔〕内は，合衆国法律集の条数を示す。
第 9編　インディアン女性への安全
第901条（認定）〔42 U.S.C. § 3796gg─10 note〕
第902条
78）
（目的）〔42 U.S.C. 3796gg─10 note〕
　本編の目的は，以下に定めるところによる。
　（ 1 ）　インディアン女性に対する暴力犯罪の事故を減少させること。
　（ 2 ） 　インディアン部族が，インディアン女性に対する暴力犯罪に対応する
ためにその主権的権限を行使する当該部族の権能を強化すること。
　（ 3 ） 　インディアン女性に対する暴力犯罪の加害者が，その犯罪行為につい
て責任があることを確実にすること。
第903条（協議）〔42 U.S.C. § 14045d〕
第904条（ インディアン女性に対する暴力の分析と研究）〔42 U.S.C. § 3796gg─
10 note〕
第905条（インディアン女性に対する暴力の追跡）〔28 U.S.C. § 534 note〕
第906条（インディアン部族政府への承認）〔42 U.S.C. § 3796gg─10〕
第907条（対女性暴力局部族副局長）〔42 U.S.C. § 3796gg─11〕
第908条（刑法の財源）〔42 U.S.C. § 3796gg─11〕
第909条
79）
（常習犯による家庭内暴行）〔18 U.S.C. § 117〕







78）　Act of Jan. 5, 2006, Pub. L. No. 119─162, Title IX, § 902, 119 Stat. 3078 （codified at 42 
U.S.C. § 3796gg─10 note）.
79）　Act of Jan. 5, 2006, Pub. L. No. 109─162, Title IX, § 909, 119 Stat. 3084; Act of May 20, 






　（ 1 ） 　配偶者若しくは近親者又は家庭内暴行を加える者の監護を受けている
子どもに対する暴行，性的虐待（sexual abuse）若しくは重大な暴力的
重罪（serious violent felony）。




















また後述する TLOA は，部族裁判所は被告人を 1 つの犯罪につき 1 年以上
インディアン・カントリーにおける家庭内暴力と刑事管轄権 　　25
3 年以下の拘禁に処すことができる（合衆国法律集第25編第1302条第 b 項）と規
定し，拘禁を 3 年以下としている。さらに部族が 1 年以上の拘禁を科す場合
には，被告人に弁護人を付さなければならず（同第1302条第 c 項第 2 号），訴訟
手続を統括する裁判官は，①刑事手続を統括するに十分な法的訓練を受けて
いること，②合衆国内の管轄区によって発出される法律実務の免許を取得し
ていることが条件とされる（同第1302条第 c 項第 3 号）。しかし，合衆国議会が
1993年12月 3 日に制定した「インディアン部族裁判法」
80）
（the Indian Tribal 















第211条（司法サービス局の責任）〔25 U.S.C. § 280（b）〕
第212条（計画の報告）〔25 U.S.C. § 2809〕
第213条（インディン・カントリーにおける犯罪の訴追）〔25 U.S.C. § 543〕
80）　Act of Dec. 3, 1993, Pub. L. No. 103─176, 107 Stat. 2004.
81）　See Monique Kreisman, Note, United States v. Bryant, Federal Habitual Offender Laws, 
and the Rights of Defendant in Tribal Courts: A Better Solution to Domestic Violence, 39 
CAMPBELL L. REV. 205, 208─09 （2017）; LeTang, supra note 72, at 220.
26　　創価ロージャーナル第11号
第214条（執行）〔25 U.S.C. § 3653〕
第B章　州の実施義務と連携
第221条（州刑事管轄権と財源）〔25 U.S.C. § 1321（a）〕
第222条（州，部族及び地方の法執行の協力）〔25 U.S.C. § 2815〕
第C章　部族法執行機関及び部族政府への権限付与
第231条（部族警察署）〔25 U.S.C. § 2802（e）〕
第232条（インディアン・カントリーにおける麻薬取締り）〔21 U.S.C. § 872〕
第233条（国家犯罪情報データベースの利用）〔28 U.S.C. § 534〕
第234条
82）
（部族裁判所の宣告権限）〔25 U.S.C. § 1302〕
（a）　（個人の権利）
　ICRA 第202条（合衆国法律集第25編第1302条）を以下のように改正する。





　（ 7 ）（A） 　過大な額の保釈金を要求し，過重な罰金を科し，又は残酷かつ異
常な刑罰に処すこと。
　　　（B） 　（C）に定める場合を除いて 1 つの犯罪の有罪決定に 1 年以上の拘
禁又は5,000ドル以上の罰金又は併科に処すこと。
　　　（C） 　第 b 項の規定に従うことを条件として， 1 つの犯罪の有罪決定に
3 年以上の拘禁又は15,000ドル以上の罰金又は併科に処すこと。
　　　（D） 　刑事手続に付される者に総刑期 9 年以上の拘禁に処すこと。
（b）　（ 1 年以上の拘禁又は5,000ドル以上の罰金に処せられる犯罪）
　部族裁判所は，被告人が以下に定める犯罪によって起訴された場合，当該
被告人を 1 件の犯罪につき 1 年以上 3 年以下の拘禁又は5,000ドル以上1,5000
ドル以下の罰金又は併科に処すことができる。
　（ 1 ） 　合衆国内の裁判権によって以前に同一の又は同等の犯罪について有罪
決定を受けた者。
　（ 2 ） 　合衆国又は州によって起訴された場合， 1 年以上の拘禁で処罰され得








　（ 1 ） 　被告人に少なくとも合衆国憲法で保障されているのと同等の効果的な
弁護人の援助を受ける権利を与えること。








　（ 4 ） 　被告人の起訴前に部族政府の刑法（規則及び解釈書を含む。），証拠準
則及び刑事訴訟規則（一定の条件の下において裁判官を忌避することの
できる準則を含む。）を公的に利用可能とすること。








第235条（インディアン法及び秩序委員会）〔25 U.S.C. § 2812〕
第236条（インディアンのディスプレイ材料の免除）〔18 U.S.C. § 845（ａ）〕








2 号）。ギンズバーグ裁判官（Ginsburg, J.）は，Bryant 判決
83）
の法廷意見の中で















なければならないとしている（同編同条第 a 項第 1 号，第 3 号）。そして連邦捜
査局（Federal Bureau of Investigation）は，インディアン・カントリーで捜査さ
れた犯罪類型についてデータを収集するものとすると規定している（同編同
条第 a 項第 2 号）。さらに少なくとも 1 人の連邦副検察官（Assistant United 
States Attorney）がインディアン・カントリーを含む各地区に任命され，イン
ディアン・カントリーで発生する連邦犯罪の訴追について連携しなければな
らないとしている（同編第2810条第 d 項第 1 号）。第二に司法長官の下にあるイ
ンディアン・カントリーの司法サービス局（Office of Justice Services）は，家
庭内暴力及び性的暴力を防止する目的で当該暴力の被害者との面接，当該暴

















（家庭内暴力犯罪に対する部族管轄権）〔25 U.S.C. § 1304〕
（a）　（定義─本条において）












（ 3 ） 　（インディアン・カントリー）




















（ 6 ） 　（特別家庭内暴力刑事管轄権）
　　　　　「特別家庭内暴力刑事管轄権」とは，参加部族がその他の方法で行使し
得ないが本条に基づいて行使し得る刑事管轄権をいう。
（ 7 ） 　（配偶者又は近親者）
　　 　「配偶者又は近親者」とは，合衆国法律集第18編第2266条において定義
されるそれをいう。










































































































第906条（連邦暴行法改正）〔18 U.S.C. § 113〕
第907条（ インディアン女性に対する暴力の分析と研究）〔42 U.S.C. § 3796gg─10 




第908条（施行日; パイロット・プロジェクト）〔25 U.S.C. § 1304 note〕
第909条（ インディアンの法及び秩序委員会 ; アラスカ地方の裁判及び法執行委
員会報告書）〔25 U.S.C. § 2812 （ｆ）〕



















アンを訴追できるとしたことである（合衆国法律集第25編第1304条第 b 項第 4 号
（Ａ）（ⅰ））。同法の下で非インディアンがインディアン・カントリーで家庭内
暴力事件を侵した場合，部族及び連邦政府又は一般法律第280号の適用州が
競合的管轄権を有することになる（同編第1304条第 a 項第 2 号）。2013年 VAWA
88）　Petillo, supra note 26, at 1844─45. See also Kevin K. Washburn, American Indians, Crime, 






被害者の人種 白人 黒人 その他
全ての人種 61 27 13
アメリカ・インディアン 57 9 34
白　人 70 18 13
黒　人 12 80 9
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アンに対する刑事管轄権を回復させたその立法目的を窺い知ることができる







（合衆国議会の「無条件の権限の法理」（doctrine of plenary power）に従った解釈）。

































（codified as amended at 18 U.S.C. § 1162, 25 U.S.C. §§ 1321─1326, 28 U.S.C. §§ 1360, 1360 note）. 
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これに対して Bryant 判決の第二審判決である United States v. Bryant
100）
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100）　769 F.3d 671 （ 9th Cir. 2014）.
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し 6 回にわたって肉体的暴行を加えたことを認めている。同年 4 月に入り被
告人は，同棲していた他の女性に対し意識を失うまでに暴行を加えた。後に













し，第一審の有罪決定を破棄し，起訴の取下げを指示した（769 F.3d 671, 677 













護人による弁明なくして拘禁を言い渡されたが故に Argersinger 判決（407 
U.S. 25 （1972））及び Scott 判決（440 U.S. 367 （1979））の法理が当該有罪決定を無
効とすると主張する。要するに被告人は，当裁判所に対して部族裁判所の有
罪決定を第117条第 a 項の目的にとって審理すべきであると論じている。



















修正第 6 条の権利は連邦裁判所で保障されていたのである（Alabama v. 
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（principle of comity）が，ICRA に適合する弁護人を付されない部族裁判所の





































る（United States v. Wheeler, 435 U.S. 313, 319 （1978）.）と当裁判所が解釈してきた
ことにあると解される。従って部族構成員の部族の訴追は部族主権の極地
（apex）であるが，合衆国議会は部族が家庭内暴力を訴追することに関して
インディアン部族に対する合衆国議会の「無条件の権限」（United States v. 



















（本稿 III─1（ 2 ））に大きく依拠して結論を導いてい
るが，当該事件において被告人ニコルズは DUI で州法の軽罪に当たるとし
て罰金250ドルに処せられた。被告人は弁護人を付されていなかったが，こ
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年に「外国主権免除法」（the Foreign Sovereign Immunities Act）（合衆国法律集第
28編第1605条第 a 項第 2 号）を制定し，外国が合衆国内での商業活動に基づく訴
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